





Current Situation of and Problems Regarding Salons  




The present study aimed to clarify the current situation of and problems regarding salons 
for elderly residents of municipal housing, the primary purpose of which is to prevent 
isolation. Interviews were conducted with nine salon representatives. Observing the salon 
activities was also performed.
 The salons’ working funds, the method of promoting participation, continuing the salon , 
and cooperation with other organizations were examined.
The year of construction of the housing complex was related with the number of the 
participants in the salon. The number of participants were fixed or reduced as time passed. 
Salons has the function to in which a participant checks safely. By cooperating with salons, 
public institutions can understand residents’ needs. It is therefore necessary to position salon 
activities within the greater network of community welfare activities.
キーワード： サロン、高齢者、都営住宅、孤立予防、公的機関との連携












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































介 護 者 支 援 を 主 な 活 動 内 容 と し て い る
HNPO法人（以下、Ｈ法人）が、2009年に行
政との協働事業として始め、現在は委託事業と
して行っているサロンである。ヒアリングは、
サロンを担当している60代男性の事務局職員
に行った。主な参加者は70代から80代であり、
東日本大震災の避難者や外国人もいる。14号
棟で行われているサロンの参加者は約50人で
あり、約１割は男性である。Ｈ法人の専門職の
個別の働きかけや、参加者が友人を誘い参加す
るなどの理由から、参加者は増加傾向にある。
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運営スタッフはＨ法人の事務局職員、看護師と
保健師のほか、Ｈ法人が行っているボランティ
ア養成研修を受講し登録をしたボランティアが
毎回６～７名参加している。現在では、団地の
中の３つの号棟集会室で月計４回のサロンを実
施している。お茶を飲みながら参加者に自由に
過ごしてもらうとともに、毎回、看護師スタッ
フの健康相談や、地域包括支援センターが相談
を受けるコーナーを設けている。社協職員がサ
ービスの周知のために来ることもある。
受付で、団地内の人には氏名、号棟および部
屋番号を、団地外の人には氏名と住所の町丁を
記入してもらい参加者を把握している。いつも
来ているのに今回は来ていないという人につい
ては、参加者の電話番号はＨ法人では把握して
いないので、その人と親しくしている参加者に
状況を尋ね、その人に欠席者宅へ様子を見に行
ってもらっている。また、ボランティアは参加
者と接するなかで得た生活課題に関する情報を
Ｈ法人の専門職につなげ、地域包括支援センタ
ーにもつなぐという連携をとっている。行政か
らの委託事業であるため、毎月行政に活動内容
や参加者人数、相談件数などを報告している。
年に１～２回、行政と地域包括支援センターと
Ｈ法人との３者の会議がある。課題は、委託期
間が終了した後のサロンの継続方法についてで
ある。今後、Ｈ法人が事業から手を引くことも
ありえるので、社協などの外部の組織が住民や
ボランティア、専門職をコーディネートしてい
く必要があり、そのシステムをいかにつくるか
も考えていく必要がある。来年度までは委託事
業となっているが、その後のサロンの運営につ
いては未定である。今後は、団地内だけでなく
団地外の人がより来てくれるように、団地外の
民生委員や町会ともつながりを持ちたいと担当
者は考えている。サロン終了後、ボランティア
や専門職スタッフによる打ち合わせが行われて
いる。ボランティアには、参加者からの重い話
を抱え込んで帰ることがないように、振り返り
で話してもらうようにしている。
〈Ｉサロン〉
代表者は、自治会長の60代の女性である。
自治会で２ヶ月に１回実施している。１回の参
加数は５～ 10名であり、60代から80代の女性
の高齢者である。開始当初は、団地内の若い母
親にも参加してもらい高齢者との交流を図りた
いと考えていたが、若い人は全く来ていない。
男性は来た人もいるが、１回程度で来なくなっ
ている。活動内容は、お茶のみ、体操、歌を歌
う、絵手紙、折り紙などである。2011年10月
から開始したが、同じ地域内でカフェが行われ
ることになったことから、第10回目の2013年
４月を最後にサロンを終了することになった。
欠席者については運営者間や参加者に情報を求
め、把握できない人には電話をして確認をして
いる。社協の助成金はサロンが軌道に乗ってか
ら申請しようと思っていたが、申請しないまま
サロンを終了することになった。自治会で行っ
ているサロンであったが、自治会役員があまり
協力してくれないことが代表者にとっては悩み
であった。
４．考察
１）サロン活動の運営の状況
団地の住民支えあい活動の主体には、自治
会、NPO法人、ボランティアグループなどい
くつかの形態がみられることが報告されている
が（12）、本研究におけるサロンの運営主体も民
生委員、個人、協同組合、老人会、NPO法人、
自治会と多岐にわたっており、様々な組織や個
人が、都営住宅でサロン活動をしていることが
確認できた。
金井らが群馬県内の390のサロンから回答を
得た調査注1）（13）によれば、複数回答で代表者
は民生委員が４割、自治会役員が２割であった
が、本調査では運営者の約半数が自治会役員で
あり、自治会役員の関わりが大きい活動である
ことがうかがえた。
助成金や活動費として他組織から運営資金を
得ているサロンは４サロンであり、自治会から
が２サロン、社協からが１サロン、行政からの
委託費が１サロンであった。金井らの調査で
は、市町村社協から助成金を受けているサロン
が６割で、どこからの補助も受けていないサロ
ンは４％であったが（13）、本研究のサロンでは、
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半数近くのサロンが自己資金のみで運営してお
り、その割合が多かった。これらのサロンは、
準備すべき書類の煩雑さや、対象者の拡大や活
動の活発化を求められることによる負担感によ
り助成金を申請していなかった。自己資金の内
訳として、１回100円から500円の参加費や、
手作り品やバザーの販売収益を運営費にあてて
いた。このように、本調査のサロンでは、助成
金を得ているサロンが少ない分、参加費や販売
収益を主な運営資金として成り立たせていると
ころが比較的多かったといえる。
河合らによれば、今後、社協や行政からの補
助が増大することは考えにくく、財源の確保に
あたっては、会員拡大による会費収入、活動ア
ピールによる寄付収入、何らかの事業を通じた
事業収入といった自主財源を強化していくこと
が必要であるといわれており（14）、今回の都営
住宅のサロンにおいては、自主財源の工夫によ
り規模に見合った運営を図っている現状が確認
できた。
また、５サロンで、終了後スタッフ間での活
動の振り返り、次回に向けた打ち合わせが行わ
れていた。そこでは、スタッフ自身の地域や身
の回りの出来事も話し合うことにより、スタッ
フが個人として知識をもち、グループとしても
一体感をもち、次回のサロン活動への意欲を高
めているようにみえた。参加者の声から、サロ
ンへ外出することは寂しさを解消し、他者の顔
を見ることによる安心感を高めているという意
義があることがわかった。
２）参加の促進について
本調査におけるサロンにおいて、運営スタッ
フを除く１回の参加者数は、10名程度以下が
６サロン、30名程度が２サロン、50名程度が
１サロンであった。金井らのサロンの調査によ
れば、運営スタッフを除く参加者の平均人数
は、最も多かったのが「20人以上30人未満」
で32.4％、次いで「10人以上20人未満」が
29.5％、「30人以上」が26.0％となっている（13）。
これらと比較すると、本調査のサロンにおいて
は少人数の参加者で行っているサロンが多かっ
たといえる。
サロンの参加者の少なさや参加者の固定につ
いては多く指摘されており（13）（15）（16）、河合ら
は、サロンや会食活動の参加者についての課題
として、男性の参加者が少ないこと、足腰が弱
くなって場に来られなくなる人の問題、もとも
と出てきたがらない人の問題の３点をあげてい
る（14）。本調査の対象者からも呼びかけても出
てこない人が多いこと（Ｂサロン）や参加者の
施設入所や死亡により減少している（Ｃサロ
ン）との報告があった。
サロンの参加者の少なさの背景には、第１に
「サロンの存在を知らないこと」、第２に「サロ
ンの存在を知っているが興味がなく、あるいは
面倒で参加しないこと」、第３に「サロンに興
味があるが、心身機能の低下や環境上の理由に
より参加できないこと」、第４に「サロンに参
加したが継続して参加するほど興味はもてなか
った」の４点があると考えられる。第１のサロ
ンの周知に関しては、本調査において、ほとん
どのサロンが次回の日程をサロン終了時に伝え
ているほか、自治会の掲示版への張り出しを行
っていた。チラシの全戸配布を行っているサロ
ンも２サロンあった。Ｅサロンは、毎回各戸の
玄関のドアポストにチラシを投入しており、新
しい参加者も時々訪れ、一定の参加者を維持し
ていた。運営者がより参加者を増やしたいと考
える場合は、まずサロンの周知の強化を図る必
要があり、サロンの活動内容や日時を明記した
チラシの張り出しやポスティングをこまめに行
っていくことが有効であると考えられた。
第２と第４のサロン活動の内容に関心がもて
ないことについては、住民にニーズ調査をし
て、希望の多かった形態のサロンを公的機関が
誘導して地域につくることも有効であろう。し
かし、そのためにはサロンのリーダーの発掘が
必要であり、公的機関が日頃から地域の様々な
人的資源を把握している必要がある。サロンへ
の男性の参加者が少ないことは先行研究でも述
べられており（13）（14）、本調査においても男性の
参加者は０人から多くて全体の１割であった。
男性に参加してもらうように働きかけたサロン
も数か所あったが、１度来ても女性の多さに圧
倒されるためか、次回以降来ないといった現状
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が多く聞かれた。孤立状態にある高齢者には、
男性の比率が高かったことが指摘されてお 
り（17）、今後、男性が参加しやすいサロン、あ
るいは男性がつくるサロンの事例を検討する必
要があるほか、サロンに限らず、地域のなかで
男性高齢者が主体性を持って取り組める活動の
促進及び支援方法を検討していく必要がある。
第３の「サロンに興味があるが、心身機能の
低下や環境上の理由により参加できないこと」
については、本調査で会場までの行き来で助け
が必要な参加者の送迎をしていると回答したサ
ロンは少数であった。金井らの調査によれば、
「送迎をしていないサロン」は72.3％、「ボラン
ティアが自家用車で送迎」が17.8％、「利用者
の自家用車で乗り合い送迎」が5.3％、「専門の
送迎サービスを利用」が2.7％、「ボランティア
が徒歩で送迎」が1.9％となっている（13）。足腰
が弱くなるなどの身体状況の変化によりサロン
への参加をあきらめてしまう高齢者もいると考
えられ、誰かに誘ってもらい、ともに出向くこ
とができるのであれば参加したいと考えている
高齢者には送迎を行うという検討も必要とな
る。運営スタッフや参加者間で難しければ、社
協のコーディネーターによりボランティア、ヘ
ルパーなどの人的資源の活用がされることも有
効である。また、車椅子利用者や足が不自由な
人のための会場のバリアフリー化も求められ
る。
一方で、参加者が増えているとしたサロンも
２サロンあった（Ｄサロン、Ｈサロン）。両サ
ロンの団地は近年建て替えが行われており、Ｄ
サロンはできて２年目、Ｈサロンはできて３年
目の比較的新しいサロンである。背景に、新た
な住民のネットワークづくりが求められている
状態であること、住民自身においても団地に知
り合いをつくり新たな楽しめる場所を探してい
る状況にあることがあった。参加者の増加の背
景には、Ｄサロンは民生委員が、ＨサロンはＨ
法人の専門職が活動のなかで個別に住民にサロ
ンへの参加を呼びかける活動を行っていること
や、参加者が友人や知り合いに声をかけ連れて
くるといった傾向があった。今回の調査におい
て、参加者の減少や少なさがみられたサロン
は、建設されて20年以上経過している団地、
あるいはサロンができて10年以上経過してい
るサロンであった。このように、都営住宅にお
いては団地の建設の時期がサロンの参加者の様
態に影響し、時間が経過するにつれて参加者の
固定化や高齢化による参加者の減少がみられる
ことが考えられた。
３）サロンの継続について
集合住宅団地の支えあい活動の課題として、
活動の担い手の高齢化（12）（14）や人数不足（13）（15）、
支える対象が認知症や虐待などの問題を抱え、
担い手の負担の増大や、後継者の目処が立って
いるところが少ないことが指摘されている（12）。
本調査においても、９サロンのうち後継の予定
があるサロンは運営主体が民生委員、老人会、
協同組合であった３サロンのみであった。組織
で行っているサロンは比較的後継の予定があっ
たが、個人で行っているサロンはすべてにおい
て後継の予定がなかった。組織で行っているサ
ロンは役職の引継ぎによりサロンの継続が可能
であるが、個人で行っているサロンの継続には
若い年代の後継者に引き継ぐことが必須であ
り、若い協力者もいないことからなかなか難し
い現状にあった。委託事業で行っているＨサロ
ンにおいても、委託期間が終了した後の運営に
ついては未定ということであった。
サロンは、できる人ができることを行うとい
うことが原則であり、自主的自発的に自由な発
想の下に展開されているものである。そのた
め、サロンの終了も運営者が自ら決定してい
る。しかし、サロンは地域において高齢者の生
きがいづくりや孤立予防のための重要な社会資
源であり、地域のなかでその存在を保障してい
くことは、公的機関の役割として求められると
考える。「これからの地域福祉のあり方に関す
る研究会」報告書でも、市町村が、住民が地域
福祉活動を積極的、安定的に続けられるように
その基盤を整備する必要があるとしており（18）、
運営者が変わっても、サロンが地域において継
続的に存在していくように、公的機関は住民に
地域の福祉課題の情報提供を行い、住民をつな
げる役割を果たすサロンの重要性を伝えるとと
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もに、サロンの立ち上げや運営における支援体
制の強化も図っていくことが求められる。
４）他組織との連携
日頃の活動で他機関との連携や職員の訪問な
どのつながりがある団体については、地域包括
支援センターとつながりがあるサロンは４サロ
ン、行政の福祉課および社協とつながりのある
サロンはそれぞれ３サロンであり、それらとあ
まり関わりのないサロンは３サロンであった。
他機関との連携の状態は現状でよいと考えてい
る運営者が多かったが、協同組合のサロンは社
協と連携して地域のネットワークのなかに入っ
ていくこと、NPO法人のサロンは団地外の区
域の民生委員、町会と連携して地域のサロンと
して団地外からも参加者が来るようにしたいと
望んでおり、地縁のない団体が行うサロンにお
いては地域に溶け込んでいくこと、また地域に
おいてサロンの存在を認められていくことに問
題意識を感じている傾向が見受けられた。
一般的に、サロン活動を通じて発見される課
題や問題は、担い手と参加者の間だけに終始し
てしまい社会化されづらいといわれている（19）。
本調査において、地域包括支援センターや行
政、社協などに情報提供が必要な参加者のこと
をつなげていると回答したサロンは、民生委員
とNPO法人が行っている３サロンのみであっ
たが、それ以外のサロンでも公的機関がサロン
への訪問等を行うなどのつながりがみられた。
児玉は支援を必要とする居住者が集中している
集合住宅団地の特徴を生かした支え合いに取り
組むという視点をもつことが重要であると述
べ、支援を必要とする居住者が集中している集
合住宅団地での支えあい活動は行政、社協、地
域包括支援センターなどの公的機関からの支援
が受けやすく、また公的機関にとっても支援を
要する住民が集まっている集合住宅団地に住民
支えあいの担い手が存在することで、情報共有
などの連携をしやすく、効果的な支援につなが
る利点があると述べている（12）。今回の調査で、
ほとんどのサロンが参加者や欠席者の把握をし
ており、安否確認および見守りの機能を果たし
ていた。こういった機能を持つサロンと連携す
ることは、公的機関にとっても住民の状況の把
握やニーズの把握に効果的および効率的であ
る。都営住宅には集会所があるため、サロンを
実施する上で場所の確保が容易であり、活動を
実施しやすい。また、住宅が密集しているた
め、近所との行き来が容易であったり、訪問な
どの見守り活動も効率的にできるという利点が
ある。このような利点をサロン運営者などの活
動者と公的機関で共通認識を図り、効果的に地
域で共助、公助の仕組みを実現していくことが
必要であると考える。
また、サロンにとって他機関との連携は、サ
ロン運営者の孤立を防ぐ手段ともなる。サロン
の立ち上げ方法から今後増えることが予想され
る認知症の高齢者への対応方法など、専門的な
助言を得ることができるという安心感があるこ
とは、運営者にとって安心してサロン活動を進
められる原動力にもなるのではないだろうか。
そして、サロン同士の情報交換の場も望まれ
る。金井らのサロンの調査で、受けたい支援の
なかに市町村社協による各サロン間の情報交換
会議があげられていた（13）。本調査において、
同地域にある他のサロンとなんらかの情報共有
や交流があるサロンは少なかったことから、サ
ロンを地域福祉の社会資源として、地域福祉活
動のネットワークのなかに位置づけていくため
にも、今後、サロン交流会のような会議をもう
けていくことが必要であると考える。
５．本研究の課題
本研究の課題として４点があげられる。１点
目として調査したサロン数が９ヶ所のみであ
り、都営住宅におけるサロン活動の現状として
普遍化して述べるには限界があることがあげら
れる。２点目として、ヒアリングの対象が運営
者のみであったため、参加者の生活実態をふま
えた効果的なサロン運営を明らかにするために
は参加者にも調査を行い、両者から得た情報を
もとに検討する必要がある。３点目として、各
サロンの所在する地域特性とサロンの状況の関
連の検討があまり行えていないことがあげられ
る。サロンの状況には地域特性や他の社会資源
の状況なども影響してくると考えられ、地域特
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性にも配慮したサロンの実態を明らかにしてい
くことが求められる。４点目として、サロンに
出向かない人に対する方策についてあまり言及
できなかったことがあげられる。サロンに出向
けない人に、より孤立傾向や生活課題を抱えて
いる人が多いことも予測されることから、これ
らの人へのアプローチの方法を検討していく必
要がある。
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【注】
１）この調査は、高崎健康福祉大学総合福祉研究
所（金井氏・大川氏）と群馬県社協が、サロン活
動の実態を把握し、今後のサロン活動の開設促
進および持続的発展のための基礎資料を得るこ
とを目的として行ったものである。群馬県内の
サロン全数（909ヵ所）のうち市町村社協が協力
し群馬県社協で連絡先を把握した590ヵ所を対
象として、2007年２月に郵送による質問紙調査
を行っている。回収率は66.1％であった。
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